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◆理研労がスト権行使を大会で承認 

 理化学研究所は、内外の批判に耳を傾けず、つ

いに今月末に380人の研究職員の雇止めを強行し

ようとしています。 

これは、有期労働契約（期限の定めのある契約）

が更新されて通算 10 年（一般労働者は 5 年）を

超えたときに無期雇用に転換する「無期転換ルー

ル」の適用を避けるための雇止めです。単なる労

働問題にとどまらず、理研で現に継続している研

究を強制的に停止させる行為であり、研究機関と

しては、まさに自殺行為ともいうべきものです。 

 理化学研究所労働組合は、2018 年以降、雇止め

撤回を求めて、署名を集め、記者会見を開き、政

府に要請し、理研と何度も交渉を行ってきました

が、理研は今月末での雇止めを断行しようとして

います。 

理研労はやむなく理研に対して、改めて雇止め

の撤回などを要求し、応じない場合には 3 月 29

日にストライキ権を行使することを 3 月 16 日の

大会で承認しました。 

◆日本の研究力に大打撃となる大量雇い止め 

 研究者の雇止めは、理研だけの問題ではありま

せん。今月末、国公私立大学、研究開発法人など

に雇用されている約６千人の非正規雇用の研究

者が雇止めとなる危険に直面していることが、文

部科学省の調査結果（2 月 7 日公表）によって明

らかになりました。雇い止めの危機にある研究者

らはいずれも 10 年以上にわたって大学教育や研

究に従事してきた実績のある人たちです。その人

たちが、その能力と経験を生かす場を失うことは、

日本の研究力に取り返しのつかない打撃となり

ます。既に外資系民間企業に移った研究者もいま

す。日本社会にとっても大きな損失です。 

 この中で、とりわけ悪質なのは理研です。理研

は、10 年の雇用上限を労働組合の反対を無視して

2013 年に押し付けました。これを理由に大量の雇

止めを強行しようとしています。研究チームのリ

ーダーの雇止めにより 42 の研究チームが解散に

追い込まれます。このうち 68 人には、日本医療

研究開発機構や日本学術振興会などから来年度

の競争的資金として 105 件 8 億 2250 万円が交付

される予定です。光で乳がんを発見するなど世界

最先端の研究プロジェクトが中断に追い込まれ、

これまで投じた競争的資金も無駄になります。 

 「先細る『ノーベル賞人材』 日本、高評価研

究者が半減 30 年代、受賞急減も」――「日本経

済新聞」が 3 月 5 日付の一面トップで報じました。

世界で注目される日本の論文数は 20 年前と比べ

て 13％も減少し、国別順位で 4 位から 12 位に転

落しています 1）。注目される論文数が減っている

のは先進国で日本だけです。 

 研究力が低下しているのは、正規雇用の研究者

が減り、腰を据えて長期的視点に立って研究でき

る環境がなくなっているからです。 

雇止めを許せば、多額の競争的資金を得られる

優秀な研究者であっても 10 年しか働けず、「使い

捨て」になるということになります。研究者をめ

ざす若者はますますいなくなります。 

◆「追い出し部屋」作ろうとする理研経営陣 

 理研を始めとする研究者の雇止め計画に対し

ては、国際的な科学雑誌である「サイエンス」2）や

「ネイチャー」3）が「研究者の使い捨て」と報道す

るなど海外からも批判されました。 

 追い詰められた理研は、「雇用上限を撤廃する」

などとした「新しい人事施策の導入について」と

題する方針を昨年 9 月 30 日に公表しました。し

かし、実際に「雇用上限の撤廃」するのは 4 月 1
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日です。3 月末の雇止めの強行をごまかすための

詭弁です。 

 新人事施策は、今後、研究・技術職員の新規募

集が多数あることを示しました。雇止めになって

も新たな職で救済されるかもしれないと思わせ

るものでしたが、その期待はことごとく裏切られ

ています。 

 とりわけ問題なのは、「理事長直下の技術支援

職、研究支援職」です。これは 10年の雇用上限を

理由に雇止めとなる研究者に対して、研究支援職

へのキャリアチェンジを希望した場合に、理事長

直下の部署で２年間だけ雇用するというもので

す。これでは科学研究費補助金などへの応募資格

が無くなるため、科研費などの外部資金を獲得し

ていても、それを辞退し、研究を止めなければな

りません。業務内容も明確でなく、2 年間の間に

職を探させる「追い出し部屋」という他ありませ

ん。研究は継続しており、理研労は現在の業務で

の雇用継続を求めています。 

◆無期転換ルールの骨抜き 

理研は、10年の雇用上限は撤廃するとしていま

すが、就業規則の改定で「アサインド・プロジェ

クト」という名称で契約期間の上限を従事する研

究プロジェクト期間とは関係なく任意に設定し、

雇止めの正当化を図ろうとしています。4 月以降

も研究者が従事する本来のプロジェクト期間に

関係なく、雇止めが行われる危険があります。 

 業務に関係なく契約期間の上限を押し付ける

「アサインド・プロジェクト」のような契約を締

結することが許されるならば「無期転換ルール」

は完全に骨抜きになります。 

 無期転換ルールの趣旨は、2008年冬のリーマン

ショック後に横行した”派遣切り”を再び起こさ

ないために非正規雇用の正規化を図ることにあ

ります。 

 「アサインド・プロジェクト」による無期転換

ルールの骨抜きは、理研の問題にとどまらず、日

本の非正規雇用の労働者全体の問題です。何とし

ても導入を撤回させなければなりません。 

◆ストライキ ――労働組合として最有力な手段

の行使に連帯を 

 私たち理研の非正規雇用問題を解決するネッ

トワークは、理研本部のある和光市周辺の市民、

労働組合、理化学研究所労働組合の役員などによ

る有志グループです。2019 年 1 月の結成以来、今

年 3月末に起きる研究者の大量雇い止めを阻止す

るために集会、署名、記者会見、政府への要請行

動など、活動を重ねてきましたが、阻止するには

至っていません。しかし、あきらめるわけにはい

きません。 

 ストライキは、労働組合にとって、その目的で

ある賃金・労働条件の維持・改善を勝ち取るため

の最有力な手段です。 

理研は非正規雇用が 8 割を占めますが、これま

では建前として研究業績を上げ続ければ定年ま

で働き続けられる職場でした。しかし、今回の雇

止めの強行により、どんなに業績を上げたとして

も、理事長やセンター長が認めない限り、10 年以

上は働くことができない職場となります。実際に、

理事長特例での採用では、各センターが恣意的な

推薦を行っており、誰をどのような理由で、どん

な職、待遇で推薦するのか、理研としての基準が

ない状態です。 

 研究業績が認められる組織から、上意下達が貫

徹する組織に変質しかねません。理研の研究者が

バラバラではこれを変えることはできません。 

 理研労が雇止め撤回の意思を理研当局に対し

て最も強く表現するために憲法 28 条で保障され

たストライキ権を行使することを、私たちは支持

します。そして、市民のみなさんにストライキへ

の連帯を呼びかけます。 

ＳＮＳなどを活用して、#理研の雇止めを許す

な #理研労のストライキに連帯します の声を広

げてください。メディアのみなさんは、違法な理

研の雇止めの強行について報道してください。 
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